
 ①国民健康保険法 

(国民健康保険事業の運営に関する協議会) 

第十一条 国民健康保険事業の運営に関する事項(この法律の定めると

ころにより都道府県が処理することとされている事務に係るものであ

つて、第七十五条の七第一項の規定による国民健康保険事業費納付金

の徴収、第八十二条の二第一項の規定による都道府県国民健康保険運

営方針の作成その他の重要事項に限る。)を審議させるため、都道府

県に都道府県の国民健康保険事業の運営に関する協議会を置く。 

（略） 

 

②国民健康保険法施行令 

(国民健康保険事業の運営に関する協議会の組織) 

第三条 法第十一条第一項に定める協議会(第五項において「都道府県

協議会」という。)は、被保険者を代表する委員、保険医又は保険薬

剤師を代表する委員、公益を代表する委員及び被用者保険等保険者(

高齢者の医療の確保に関する法律(昭和五十七年法律第八十号。以下

「高齢者医療確保法」という。)第七条第三項に規定する被用者保険

等保険者をいう。以下この条において同じ。)を代表する委員をもつ

て組織する。 

２ 前項の委員のうち、被保険者を代表する委員、保険医又は保険薬剤

師を代表する委員及び公益を代表する委員の数は各同数とし、被用者

保険等保険者を代表する委員の数は、被保険者を代表する委員の数の

二分の一以上当該数以内の数とする。 

（略） 

５ 都道府県協議会及び市町村協議会(次条及び第五条第一項において

「協議会」という。)の委員の定数は、条例で定める。 

 

(委員の任期) 

第四条 協議会の委員の任期は、三年とする。ただし、補欠の委員の任

期は、前任者の残任期間とする。 

 

③京都府国民健康保険運営協議会の委員の定数を定める条例 

  国民健康保険法施行令（昭和33年政令第 362号）第３条第５項の規定

による京都府国民健康保険運営協議会の委員の定数は、14人とする。 

参考資料  



 

京都府国民健康保険運営協議会運営規程 

 

（趣 旨）  

第１条 京都府国民健康保険運営協議会（以下「協議会」という。）の運営については、法令

に定めるもののほか、この規程に定めるところによる。 

（会 長） 

第２条 協議会に会長を置き、公益を代表する委員のうちから、委員が選挙する。 

２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

３ 会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、第１項の規定に準じて選挙された委

員がその職務を代行する。 

（会 議） 

第３条 協議会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 協議会は、委員の過半数の出席がなければ会議を開くことができない。 

３ 協議会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決

するところによる。 

（庶 務） 

第４条 協議会の庶務は、健康福祉部において処理する。 

（招集通知） 

第５条 会長は、原則として、会議開催日 10日前までに各委員に会議招集を通知するもの

とする。 

（意見の聴取） 

第６条 協議会は、調査審議のため必要があるときは、関係者等の出席を求め、意見を聴

くことができる。 

（開 議） 

第７条 議長が会議を開こうとするときは、開議の旨を宣告しなければならない。 

（発 言） 

第８条 出席した委員又は第３条の委員以外の者（以下「出席者」という。）が発言しよう

とするときは、議長の許可を受けなければならない。 

２ ２人以上同時に発言を求めるときは、議長は、その中の１人を指定して発言させなけ

ればならない。この場合において、出席者は、発言の前後について異議を申し立てるこ

とはできない。 

３ 出席者が発言を求めたときは、議長は、ただちにこれを許可しなければならない。た

だし、このため他の者の発言を中止させることはできない。 

（退席要求） 

第９条 議長は、第３条の委員以外の者の意見等が十分に述べられたと認められるときは、

これらの者に対して、退席を求めることができる。 

（討 論） 



 

第 10条 討論は、議題外にわたることができない。 

２ 討論が冗長にわたり、または不必要な議論と認めるときは、議長は制止することがで

きる。 

（議 事） 

第 11条 議長は、討論の論旨が尽きたと認め、議事を決しようとするときは、その議題及

び議事を決する旨を会議に宣告しなければならない。 

２ 前項の宣告後は、委員は、その議題について発言することができない。 

３ 議事の可否を表明する方法は、議長の指示による方法を用いるものとする。 

（欠 席） 

第 12条 委員が会議に出席することができないときは、開会時刻までに、その事由を議長

に届け出なければならない。 

２ 前項の届出があったときは、議長は、これを会議に報告しなければならない。 

（議事妨害） 

第 13条 出席者は、会議中私語、その他会議を妨げる言動をなし、若しくは不穏な言語を

用い、又は他人の一身上にわたる発言をすることができない。 

（議場整理） 

第 14条 議長は議場を整理する。 

２ 議場を整理するために議長が必要と認めるときは、議長は、当日の会議を中止し、又

はこれを閉じることができる。 

（会議録の作成） 

第 15条 会議を開催したときは、会議録を作成して、議長の指名した出席委員２人がこれ

に署名する。 

（その他） 

第 16条 この規程に定めるもののほか、協議会の運営に必要な事項は、会長が会議に諮っ

て定める。 

（附 則） 

 この規程は、平成 30年 11月 28日から施行する。 



附属機関及び懇談会等の会議の公開に関する指針 

 

 

１ 目的 

この指針は、附属機関及び懇談会等の会議の公開に関し必要な事項を定めることによ

り、府政の透明性の一層の向上を図り、もって開かれた府政を推進することを目的とする。 

 

２ 対象とする会議 

この指針の対象とする会議は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 138 条の４第３

項の規定により設置された附属機関（以下「附属機関」という。）及び有識者の意見を聴

く懇談会等（以下「懇談会等」という。）の会議とする。 

 

３ 会議の公開の基準 

会議は、京都府情報公開条例（平成 13 年京都府条例第１号）第６条各号のいずれかに

該当する情報について審議、意見聴取等を行う場合を除き、原則、公開するものとする。 

 

４ 公開又は非公開の決定等 

(1) 会議の公開又は非公開は、３の会議の公開の基準に基づき、附属機関にあっては当該

附属機関が、懇談会等にあっては知事が決定するものとする。 

(2) 附属機関又は知事は、会議を非公開とした場合には、その理由を京都府のホームペー

ジへの掲載や府民総合案内・相談センター及び府政情報コーナー（以下「センター等」

という。）における閲覧などにより、明らかにするものとする。 

 

５ 会議開催の周知 

附属機関又は知事は、会議を公開するに当たっては、原則として当該会議の開催日の１

週間前までに、会議の概要を京都府のホームページに掲載するほか、当該概要を記載した

書面をセンター等において閲覧に供すること等により、府民に周知するよう努めなければ

ならない。ただし、会議を緊急に開催する必要が生じたときは、この限りでない。 

 

６ 公開の方法 

(1) 附属機関又は知事は、会議を公開するときは、会場に傍聴席を設けるものとする。 

(2) 附属機関又は知事は、会議の傍聴を認める者の定員をあらかじめ定めるとともに、会

議が公正かつ円滑に行われるよう、傍聴に係る手続等を定めるものとする。 

 

７ 審議、意見聴取等の要旨の公開 

(1) 附属機関又は知事は、公開した会議の審議、意見聴取等の要旨を閲覧に供するよう努

めるものとする。 

(2) 附属機関又は知事は、会議を非公開とした場合であっても、京都府情報公開条例第６

条各号に掲げる情報に該当するものを除き、当該会議の審議、意見聴取等の要旨を(1)

に準じて閲覧に供するよう努めるものとする。 

 

８ 施行期日 

この指針は、平成２４年１２月５日から施行する。 

 



 

附属機関及び懇談会等の会議の公開に関する指針（平成 24 年 12 月５日４政

第 190号総務部長通知）６の(2)の規定により、京都府国民健康保険運営協議会

の会議を公開する場合の手続を次のとおり定める。 

 

平成 29年６月 12日 

京都府国民健康保険運営協議会    

 会長 井上 恒男  

 

 

１ 会議（京都府国民健康保険運営協議会規則（平成 29 年京都府規則第７号）

第５条に規定する会議をいう。以下同じ。）は、これを公開して開催するもの

とする。ただし、公開することが適当でないと会長が認めるときは、この限り

でない。 

２ １により会議を公開するときは、おおむね開催予定時刻の 30 分前までに、

会場の入口その他の見やすい場所に傍聴の要領（以下「傍聴要領」という。）

を掲示するものとする。この場合において、傍聴要領に記載すべき事項は、原

則、別紙の内容によるものとし、会場の規模その他の事情に応じ、適宜、これ

に必要な修正を加えるものとする。 

３ 会議を傍聴する者は、傍聴要領に記載された事項を守らなければならない。 

  



 

別紙 

 

傍 聴 要 領 

 

京都府国民健康保険運営協議会  

 

１ 傍聴する場合の手続 

(1) 本日、10時 30分から開催する京都府国民健康保険運営協議会の会議の傍

聴を希望される方は、会議の開催予定時刻までに、係員の指示に従って会場

に入室してください。 

(2) 傍聴の受付は、先着順で行いますが、定員（本日は、10名）に達したとき

は、受付を終了します。 

 

２ 傍聴に当たって守るべき事項 

傍聴者は、会議を傍聴するに当たっては、次の事項を守ってください。 

(1) 会議中は、静粛に傍聴することとし、拍手その他の方法により賛成、反対

の意向等を表明しないこと。 

(2) のぼり、旗、プラカード、鉢巻き、たすき、ゼッケンその他示威のために

利用すると認められるものの携帯又は着用をしないこと。 

(3) 談話をし、又は騒ぎ立てる等、会議の妨害となるような行為をしないこ

と。 

(4) 会場において、飲食又は喫煙をしないこと。 

(5) 会場において、写真撮影、録画、録音等を行わないこと。ただし、事前に

京都府国民健康保険運営協議会の会長が認めたときは、この限りでない。 

(6) その他会議の議事運営に支障となる行為をしないこと。 

 

３ 会議の秩序の維持 

(1) 傍聴者は、２に掲げる事項を守るほか、係員の指示に従ってください。な

お、御不明な点があれば、係員にお聞きください。 

(2) 傍聴者が以上のことを守られない場合には、退場していただくことがあ

ります。 

(3) 会議の秩序の維持ができなくなった場合及び緊急に公開することができ

ない事項を取り扱う必要が生じた場合には、会議を途中で非公開とする場合

があります。 


